取締役会の「監督」は牽制ではない
	取締役会における「監督」の本質は、取締役の牽制ではない。

経営のPDCAの「C」「A」、すなわち「P」「D」のモニタリングである。

取締役会は、取締役と対立する牽制機関ではなく、取締役とともに経営サイクルを構成するのである。


この仮説が現実と極めてよく整合することを、学校の野球部という身近なコミュニティをモデルに例示する（但し、「野球部の監督」という地位に特化した人はおらず、部員の自治に近い運営とする）。

1 チームの方向性・強化計画・資源配分は、パートリーダーを含むチームのコアメンバーで構成されるチーム会議【取締役会】で決定する【「P」業務執行の決定】。

2 各チーム会議メンバー【業務執行取締役】は、計画を所定の分担で執行する【「D」業務執行】。

3 各チーム会議メンバーは、定期的にチーム会議でその進行状況を報告する【業務執行状況の報告】。

4 各チーム会議メンバーは、パートリーダーの報告を通じて各パートの活動状況を共有し、チーム会議で決定した方向性・計画に沿っているか、新たな課題がないか、を検証する【「C」モニタリングのうち、実績・課題の共有・評価】。

5 検証により明らかになった課題を踏まえ、チーム会議は、必要に応じ、チームの方向性・強化計画の修正を検討する【「A」モニタリングのうち、計画改善の検討】

一方、部費の使用状況や備品の管理状況は、部費の入出金に携わる部員やマネージャーでなく独立性を持つ者【監査役】が権限を付与されてチェック【会計監査】すべきである。
また、部の顧問の先生【監査役】は、チームの運営は部員の自治に任せつつも、会計の状況をチェック【会計監査】するであろうし、いじめや一部メンバーの独断専行等、不適切なチーム運営がないか日常的に監視し【業務監査】、必要であれば差し止めるであろう。必要と考えれば、チーム会議にもオブザーバー参加するかもしれない【監査役の取締役会出席。積極的に議論を誘導するようであれば親会社派遣取締役にも類似】。

ここで、サッカー部のキャプテンにチーム会議に入ってもらったら【社外取締役】どうだろうか？

チーム強化の方向性や強化計画への有用な意見は得られるであろうし【議論支援機能】、チーム会議で野球部のキャプテンが独裁に走るのを抑止する効果もあろう【牽制】。しかし一方で、情報管理リスク等のデメリットもあろう。
取締役会と取締役は、上記のチーム会議とその構成員たるコアメンバーのように、PDCAサイクルを形成しているのである。そして、PDCAの「C」「A」、すなわち「チームの活動状況や課題のモニタリング」こそが、取締役会の監督の本質である。一方、（PDCAの範疇に含まれる以外の）牽制機能をチーム会議の本質的機能として見出すことは困難である。
少なくとも、監査役設置会社の取締役会は、上記の例のような、共通の目標を共有する者で形成されるチームである。取締役と取締役会を、受験者と採点者のような対立関係に例えてはならない。

また、社外取締役のような外部者を入れることは議論活性化やトップの牽制には有用であるかもしれないが、必須とは言えない。

なお、経営を牽制するのは「監査」である。「監督」も「監査」も「モニタリング」と言い換えることができるが、「監督」は経営サイクルの一部を構成するもの、「監査」は経営を牽制するもの、として本質的に相違するのである。

